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－エネルギー有効利用と地域活性化にむけて－
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JEMAの取り組み
（１） 新エネルギーの動向

　我国のエネルギー政策の大きな方向を示す「エネルギ
ー政策基本法」が2002年6月に公布・施行され、10年先
を見通したエネルギー需給政策が示されました。この中
で新エネルギーは、「エネルギーセキュリティーの確保」
及び「地球温暖化対策」として期待されています。しか
し、新エネルギーは、出力の不安定性やコスト高などの
課題をかかえているため、ＪＥＭＡとしても技術開発に
よりこれらの課題を克服してその普及を図るべく諸活動
を実施しています。その一端を下記で紹介します。

（３） 分散型電源技術専門委員会の紹介

本委員会の提案するシステムは下記のとおりです。
『分散型電源と電力貯蔵設備(例えば蓄電池)を組み合
わせた地産地消型の地域内融通型電力供給システムの
構築（図を参照）』
分散型電源には再生可能エネルギーを利用することで
環境にやさしい電源を実現し、分散型電源と電力貯蔵
設備を組み合わせることで系統にやさしい電源の実現
を目指しています。系統にやさしい電源とは、電力貯
蔵設備により制御不可能な分散型電源の出力変動分を吸
収して、その影響を商用系統に及ぼさないようにし、且
つ負荷のピーク分を分担することで商用系統側の機器
の負荷率を高めるなどの商用系統の運転にも貢献出来
る電源となります。
今後は『従来のネットワーク型電力供給システムと地

域内融通型電力供給システムの役割分担の明確化やいか
に協調を取るか』が大きな課題です。

新しい電力供給システムの提案

　本委員会では、分散型電源を単体としてではなく、分
散型電源と電力貯蔵設備や負荷（電力消費者）を組み合
わせた地域内融通型電力供給システム（マイクログリッ
ド）として普及させるべく活動しています 。 本委員会へ
の平成17年６月１日現在の参加企業とその専門分野及び
過去の成果を示します。

分散型電源システム普及のための提言

新エネルギー部

企画グループ（分散型電源など）
太陽光発電グループ
風 力 発 電 グル ープ
燃 料 電 池 グル ープ

新エネルギーシステム企画委員会
技術専門委員会（７委員会）
・分散型電源技術
・太陽光,風力,燃料電池等の専門委員会
標 準 化 事 業 関 連 委 員 会 （ 3 委 員 会 ）
認 証 事 業 関 連 委 員 会 （ 2 委 員 会 ）

（２） JEMA･新エネルギー部門の紹介   
　JＥＭＡの新エネルギー部はその傘下に新エネルギーシ
ステム企画委員会を設置して、新エネルギー関連の市場
の拡大を図るべく、国や関連諸団体と連携した活動を実
施しています。活動内容は、新エネルギーに関わる設備
の信頼性確保や、国内・国際標準化、規制の適正化など
です。以下にその組織図を示します。
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提言１

提言２

提言３

提言4

提言5

　本委員会は分散型電源システムの普及のために以下の
提言をしています。

　特定供給制度の関連･･･新しい電力供給システ
ムの実現のためには、特定供給の枠組の見直し及
び関連の規制緩和が必要です。

　電気及びBT主任技術者の規制緩和･･･主任技術
者の不選任制度適用範囲の見直しや、主任技術者
業務の外部委託を認めるなどの規制緩和により小
規模なシステムが導入されやすい環境作りが必要
です。

　補助金制度関連･･･新エネの普及促進の上で補
助金制度が果たす役割は大きく、その効果を更に
高めるために、補助金の募集時期の見直し(年に複
数回にする)や設備運用に対する補助金の新設及び
付帯工事への補助金の適用などが必要です。

電
池

電
池

　新エネルギー施設導入時の削減電力に関する
ＣＯ2排出係数･･･新エネルギー施設導入時の削減
電力に関するＣＯ2削減量評価が、著しく新エネル
ギー施設に不利とならないよう、全電源平均排出
係数に適切な増分を加算する等、排出係数調整の
検討が必要です。

　運営コストへの補助･･･バイオマス発電の燃料調達、排
ガス／排水処理や定期保守のコスト、太陽光発電や風力
発電などの保守コストは必要不可欠であり、これらの運
用上必要なコストは経済性を圧迫し、導入の支障になる
という課題があります。したがって、更なる普及を図る
ために運用コストへの補助金制度を検討が必要です。
（例： 原料コストまたは使用量に対する補助、発電量
に対する補助、保守に対する補助など）
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会 　 社 　 名

会 　 社 　 名

担 当 部 署 郵便番号
電 話 番 号
ＦＡＸ

京 　 セ 　 ラ (株) 612-8501 京都府 京都市伏見区竹田鳥羽殿町6

078-993-1024三 洋 電 機(株) マテリアル・デバイス技術開発センター
エナジーデバイス研究部 651-2242 兵庫県 神戸市西区井吹台東町7-3-2

078-993-1096

シ ャ ー プ(株) ソーラーシステム事業本部
システム設計センター 261-8520 千葉県 千葉市美浜区中瀬1-9-2 043-299-8374

043-299-8355

新 神 戸 電 機 (株) 事業本部 103-0023 東京都 中央区日本橋本町2-8-7(ｵｰ･ｼﾞｰ東京ﾋﾞﾙ) 03-5695-6117
03-5695-6143

(株)東 　 　 　 芝 事業開発推進統括部
事業開発推進室 105-8001 東京都 港区芝浦1-1-1（東芝ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ） 03-3457-3743

03-5444-9188

日 新 電 機(株)
産業・電力システム事業本部
社会システム営業部
グリーンエネルギープロジェクト室

101-0024 東京都 千代田区神田和泉町1〔神田和泉町ﾋﾞﾙ6階） 03-5821-0451
03-5821-5874

(株)日 立 製 作 所 電力グループ
電機システム事業部

富士電機システムズ（株） e-ｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ統括部
ＥＭシステム一部 191-8502 東京都 日野市富士町1 042-583-6081

042-589-7066

三 菱 重 工 業(株) 原動機事業本部
産業エネルギー部 108-8215 東京都 港区港南2-16-5 03-6716-3951

03-6716-5777

三 菱 電 機(株) 系統変電技術部 100-8310 東京都 千代田区丸の内2-2-3(三菱電機ﾋﾞﾙ)
03-3218-9043
03-3218-3164

(株)明 電 舎 ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ推進部
営業企画課 103-8515 東京都 中央区日本橋箱崎町36-2(ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞﾋﾞﾙ) 03-5641-9388

03-5641-7654

(株)ジーエス・ユアサ
パワーサプライ

京 　 セ 　 ラ (株)
三 洋 電 機(株)

シ ャ ー プ(株)
新 神 戸 電 機 (株)
(株)東 　 　 　 芝
日 新 電 機(株)
(株)日 立 製 作 所
富士電機システムズ（株）
三 菱 重 工 業(株)
三 菱 電 機(株)
(株)明 電 舎

(株)ジーエス・ユアサ
パワーサプライ

東京第四営業部
新エネルギーグループ 105-0011

所在地都道府県

東京都 港区芝公園2-11-1（芝公園タワー）

東京都 千代田区外神田1-18-13（秋葉原ﾀﾞｲﾋﾞﾙ） 03-3258-1111
03-3258-2095

ESS

ESS : エネルギーソリューションサービス

03-5402-5828 
03-5402-5834 

0077-78-0500
0077-78-0501

0
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6,694 新エネルギー

地熱等

再生可能エネルギーの導入見通し 
（新エネルギー、水力、地熱等）

2030年再生可能エネルギーの導入見通し 
（1）新エネルギー進展ケース

　新エネルギーが進展すれば、再生可能エネルギーは現在の倍程度まで拡大し、一次供給エネルギーベースで約１割

に達する可能性があります。

　新エネルギーの進展により、現状趨勢に対して、約

10Mt-CのCO2排出量が追加的に削減される可能性がありま

す。また、自給率の向上にも資する可能性があります。

経済産業省　資源エネルギー庁「新エネルギーシンポジュウム」資料〔2005.1.26開催）

※

※

参加企業一覧

お客様相談室

101-8608



　1995年以前、電力会社は地域独占が認められた公共性の強い事業であり、電気料金は電気事業法によって規制され保護され
ていました。しかし、経済のグローバル化にともない、電気事業においても規制緩和が社会的な要求となり、電気事業法の改
正が実施されてきました。1995年の一般電気事業者が電源調達をする際の入札制度の導入、特定電気事業制度の創設なら
びに選択約款の導入に始まり、自由化範囲の拡大が徐々に進んでいます。

卸供給事業者卸供給事業者

家庭

規制部門 自由化部門
一 般 需 要

一般電気事業者一般電気事業者

送電

特定電気事業者

特定地区特定地区

送配電

配電 配電

送電

卸電気事業者卸電気事業者

出典：http://www.enecho.meti.go.jp/denkihp/genjo/genjo/jigyousya-gaiyo.pdf

社会環境の変化と電気事業の動向

（１）電気料金内外価格差是正と電力自由化

料金規制 自由料金

デパート/大規模
オフィスビルなど

大工場など事務所ビル/中小工場など
商店街など

一般電気事業者が
送電網ネットワーク

を所持
送電網ネットワーク

全ての一般
需要家が対象。 一般電気事業者へ売電。

自由化部門の
需要家のみ
が対象。

200万kW超の発電設備を所有

新規参入者、いわゆる
ＰＰＳと呼ばれる

事業者

特定規模電気事業者

卸販売を行う事業者
一般電気事業者に電力の

特定電気事業者

一般需要からは区分される
限定された地区

我が国の電気事業者の概要
独立発電事業者（ＩＰＰ）
と呼ばれる。

（２）環境問題（地球温暖化対策）
　1992年の地球サミットで大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させるこ
と等を内容とした国際条約「気候変動枠組条約」が採択されました。1997
年12月には地球温暖化防止京都会議（COP3）が開催され、地球温暖化
防止に向けた2000年以降の国際的枠組みに関する合意が成立し、日本
は2008～2012年の温室効果ガス排出量を1990年比で6％削減する目標を
掲げました。2005年2月には京都議定書を発効し、日本はこの目標数値を
実現することを国際的に約束しました。政府は、この実現のために以下の施
策を実施していますが、公約実現のため今後さらなる施策が展開されるもの
と考えられます。

（３）エネルギー基本計画
　我が国のエネルギー政策の基本は、2003年10月に策定さ
れた「エネルギー基本計画」にのっとり、「安定供給の確保」
「環境との適合」、「市場原理の活用」の三つの課題をバラ
ンスよく達成することにあります。

　この課題についての検討結果が、総合資源エネルギー調査
会需給部会で「2030年のエネルギー需給展望（中間とりま
とめ）」としてまとめられました。

　新エネルギーについては、2003年4月よりRPS法（電気
事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法）が
施行されており、JEMAとしても、新エネルギーを新規ビジ
ネス分野として位置付け、導入促進に向けて、関連機関への
提言・要望、国内・国際標準化の推進、将来技術動向の調査
・検討さらに普及啓発活動などを継続していきます。

1995 2000 2005 2010
1996 2000.3 2003.4 2004 2005

2007

卸電力入札

特高需要家（＞2000kW）
小売自由化開始

電力卸市場開始

高圧需要家(500kW以上)小売自由化開始

高圧需要家(50～500kW)小売自由化開始

低圧需要家小売自由化の検討開始
特高需要家：20kV以上
高圧需要家：6.6kV
低圧需要家：400,200,100V

注

　電力自由化の進展により電気事業の多様化が進んでおり様々な業種から新規事業者が参入しています。とくに、2005年4
月には電力取引所が開設され、電力が商品として取引されるようになり、所定の条件を満たす発電事業者であれば、取引市場
を通じて自由に電力を売買することが可能となりました。

電 力 自 由 化 の 進 展

RPS法施行

　RPS法は、電気事業者（一般電気事業者、特定電気事業者、及び特定
規模電気事業者）に対して、毎年度、その販売電力量に応じ一定割合以
上の新エネルギー電気の利用を義務づけるものです。

省エネルギー法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）の改正
・エネルギー管理指定工場の変更
・特定建築物の省エネ措置の届出義務など

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法(RPS法)の制定

1
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（２）マイクログリッドの目的

（３）マイクログリッドの構成要素

マイクログリッドのご紹介

　電気事業は今後とも自由化と環境問題をキーワードに展開していくものと考えております。こうした状況の中で、新し
い電力システムの模索が各界で行われておりますが、その中の一つとしてマイクログリッドが注目を浴びています。

（１）マイクログリッドとは

大規模風力発電

大規模電源
火力
原子力
LNG

天然ガス

パイプライン

バイオマス発電

林業

農業廃棄物

ネットワーク

ネットワーク

ネットワーク

ネットワーク

蓄電設備 総合監視住宅
太陽光発電

分 散 型 電 源 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム

　マイクログリッドは、分散型電源を複数台使用して、地域的
に電力の需要と供給のバランスを保ちながら電力の運用を行う
システムで、以下の特徴があります。

複数の需要家が存在する特定地域が対象
コージェネや太陽光発電などの分散型電源と小規模電力供給ネッ
トワークにより構成
既存の大規模電力系統から独立して運転可能なオンサイト型電力
供給システム
系統との連系は、次の2タイプ

一般的にＩＴを利用して複数の分散型電源や負荷を統合的に制御

　マイクログリッドの目的は、国や地域により異なりますが、以
下のようになります。

電力系統の供給信頼度の低い地域、電力品質の悪い地域におけ
る、供給信頼度・電力品質の向上
エネルギーの地産地消による、地域のエネルギー利用効率の向上

オンサイト発電により発生する熱の利用による、エネルギー利
用効率の上昇とエネルギーの低コスト化

地域の雇用促進による地域活性化
離島・僻地におけるエネルギー自立システムの確立

需要と供給のバランスをとることによる自然エネルギー発電の
系統への影響の回避

系統連系型マイクログリッド

単独系統型
マイクログリッド

太陽光発電設備

風力発電設備

太陽熱設備

温度差エネルギー設備

天然ガスコージェネレーション設備

燃料電池設備

廃棄物発電設備

廃棄物熱利用設備

バイオマス発電設備

バイオマス熱利用設備

雪氷熱利用設備

電力貯蔵設備

　マイクログリッドは、分散型電源とエネルギー貯蔵
機器ならびにグリッド内を制御するシステムが必要で
す。また、需要家の利便性を図るため、省エネやエネ
ルギーサービスが考えられます。

1 2完全に独立したタイプ 1～２点で連系したタイプ



出典：http://www.meti.go.jp/press/0005361/0/040624shin-ene.pdf

 

 
 

資金調達 

顧客の創出・拡大  

 

下記3件が採択されています。
・2005年日本国際博覧会・中部臨空都市における新エネルギー地域集中実証研究
・八戸市　水の流れを電気で返すプロジェクト
・「京都エコエネルギープロジェクト」（ＫＥＥＰ）

今後の新エネルギー産業施策体系 
新しい新エネルギービジネス
モデル＆サポートビジネスの

創出支援 
ネットワーク制御技術等を
活用した需給一体型ビジネス 

グリーンパワー活用型ビジネス 

新エネルギービジネスの
展開サポートビジネス 

地域創発型
新エネルギービジネス

の創出支援 

 自治体による
具体的な数値目標設定

を含む導入計画の
策定と公表の促進 

新たな新エネルギー
ビジネスを担う

人材＆新エネルギー
の新たな需要家となり得る

人材を育成する
新エネルギー人づくり

事  業  化 需 要 拡 大 

資金調達の
多様化・円滑化 

融資環境の整備 

多様な投資を促進
するための環境整備 付加価値の増大 

商品の質の向上 

資本形成コスト
（建設費）

の一層の低減 

エネルギー市場に
おける事業性の向上 

事業環境の整備 

規制改革 

流通改革 

技術開発の促進 

新需要創出 

新エネルギー利用者・購入者
に対するインセンティブ 

海 外 展 開 

国際貢献の促進 

　「新エネルギー等地域集中実証研究（平成１５年～１９年）」の概要
（１）.事業概要

（２）採択案件

　新エネルギーは電力や熱などのエネルギーを高効率に供給・利用する、いわゆる分散型エネルギーシステムとして機能することが期待されています。しかし
ながら風力、太陽光といった自然エネルギーにおいては、発電量が安定しないため、系統側に影響を与える可能性があるという課題を抱えています。
　そこで　本事業では、このような変動電源設備と他の新エネルギー等を適正に組み合わせ、必要に応じ省エネルギー技術も加え、これらを制御するシステ
ムを作ることにより、特定地域内で安定した電力・熱供給を行うと同時に連系する電力系統へ極力影響を与えず、かつコスト的にも適正な「新エネルギーによ
る分散型エネルギー供給システム」の実証研究を実施します。

2005年日本国際博覧会・中部臨空都市における新エネルギー地域集中実証研究

（NEDO「新エネルギー等地域集中実証研究」公募 時のHPより）

太陽光発電 博覧会会場
電力ネットワーク

系統電力

NEDOパビリオン他

長久手日本館

SOFC
(40kW)

PAFC
(300kW)

冷凍機

冷凍機

冷水
〔空調用）

コモン5
〔新エネ展示室他）

廃熱

MCFC (250kW)

MCFC+MGT (250kW)高温ガス化システム

メタン発酵システム

生ゴミ
〔4.8t/日）

〔博覧会会場内から発生）

〔博覧会会場建設時に発生）

木質チップ
ペットボトル
（20kg/h) 粒化

都市ガス

冷凍機

冷凍機

（330kW)

（500kW)
NaS電池電力貯蔵
システム

太陽光発電

装 置 名 型式・種類 発電出力
(kW)

熱出力
 (RT)

設置場所
※いずれも
　万博会場内

※MCFC1への
　燃料供給
※MCFC2への
　燃料供給

※MGT複合型

MCFC1
MCFC2

メタン発酵
システム
高温ガス化
システム

燃料電池

二次電池
合　計

多結晶
アモルファス
両面受光型

PAFC
SOFC
NaS電池

200

250
250

500

800

100
30

40

2,170

0
0
0

0

15
7

75
6

103

西ゲート横
コモン3横

コモン5横

コモン5横

コモン5横
コモン5横

コモン5横

コモン5パビリオン内
コモン5パビリオン内

グローバルループ横

万博プロジェクト エネルギー供給設備

-

-

-

-

(注）MCFC : 溶融炭酸塩形

   新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ技術開発機構）



「京都エコエネルギープロジェクト」（ＫＥＥＰ）

八戸市　水の流れを電気で返すプロジェクト

太陽光発電

風力発電

装 置 名 型式・種類 発電出力
(kW)

熱出力
 (GJ/年)

設置場所

消化ガス利用ガ
スエンジン３台

小型貫流ボイラ

バイオガス
エンジン

木屑ボイラ
二次電池

合　計

多結晶
多結晶
多結晶
多結晶

直線翼垂直軸型
直線翼垂直軸型
直線翼垂直軸型

50
10
10
10

8
8
4

710

510

100

0

0
0
0
0
0
0
0

0

10.559

8,333

2,226

東部終末処理場

東部終末処理場

東部終末処理場

東部終末処理場

江陽中学校

江陽小学校

小中野中学校

小中野小学校

八戸市庁舎

八戸市庁舎

八戸プロジェクト エネルギー供給設備

鉛蓄電池

太陽光発電

風力発電

装 置 名 型式・種類 発電出力
(kW)

熱出力
 (GJ/年)

設置場所

メタン発酵
ガスエンジン5台

バイオガス
プラント

二次電池
合　計

ハイブリッド
多結晶
直線翼垂直軸型

30
20

50

850

400

250

100

0
0

0

0

2,551

2,243

308

丹後あじわいの郷
溝谷・吉野地区

スイス村

船木地区

船木地区

船木地区

京都プロジェクト エネルギー供給設備

鉛蓄電池
燃料電池 MCFC

（最大）

（最大）

〔注）MCFC : 溶融炭酸塩形

二次電池

100kW 250kW 400kW

50kW 55kW

30kW

20kW

7.5kW 9.4kW

592kW

京丹後市立弥栄病院

178kW

関西電力
弥栄変電所

関西電力
小脇変電所

所内負荷
219kW

自然エネルギー発電
変動吸収用

（100kW、30分間）
一定出力運転

125kW 台数制御運転

バイオガス発電所
［船木地区］

80kW
×５台

二次電池 ＭＣＦＣＭＣＦＣ バイオガスエンジンバイオガスエンジン

食品廃棄物
バイオガス発生設備バイオガス発生設備

メタンガス供給 同時同量制御

制御センター

スイス村

風のがっこう京都風力発電風力発電

負荷
100kW

太陽光発電太陽光発電
丹後あじわいの郷 京丹後市営和田野団地 京丹後市営堤団地

京丹後市弥栄庁舎
弥栄地域公民館 溝谷・吉野地区農業集落排水処理施設

太陽光発電太陽光発電

負荷
100kW

発熱量・需要量データ把握 需要家・発電／変電所
計測装置へ

需要家・発電／変電所
計測装置へ

需要家・発電
計測装置へ

インターネットVPN
・ADSL
・ISDN

リモート監視リモート監視

自
営
線
（
電
力
・
通
信
）

（　　　）
東部終末処理場

廃材

東
北
電
力
系
統

終末処理場へはシ
ステムによる電力
供給は行わない

バイオガスエンジン
170kW×3

木屑ボイラー
1t/h

消化ガスをエンジン燃料に利用

太陽光発電　50kW

制御システム 二次電池
100kW

エンジン廃熱を有効利用

消化槽 消化ガスタンク
蒸気ボイラー（既設）

小中野中学校（59kW） 小中野小学校（47kW） 江陽中学校（49kW） 江陽小学校（50kW）

太陽光発電
10kW

風力発電
8kW

太陽光発電
10kW

風力発電
8kW

八戸市庁舎本館
(360kW：推計)

水道企業団旧庁舎
(38kW：推計)

太陽光発電
10kW

風力発電
4kW(2kW×2)

東北電力系統 ※各施設名に続くカッコ内の数値は現在の契約電力（実量制）



太陽光発電システム

 ガスエンジン発電装置燃料電池ユニット電池

燃料電池 バイオマスプラント 小水力発電

社団法人 日本電機工業会 新エネルギー部 〒102-0082
TEL :  03-3556-5888, FAX :  03-3556-5892
URL :  http://www.jema-net.or.jp/

東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 1 7 - 4

大形風力発電 家庭用燃料電池太陽光・風力ハイブリッド発電




